
「ＩＲ活動の実態調査２０００」 結果概要 
 
トップ主導の体制が浸透 
 
 日本ＩＲ協議会は９４年から会員企業を対象にＩＲ活動の実態調査を行っています。

７回目にあたる今回は、内容を見直し、調査対象を１５００社に拡大しました。調査は

調査票を対象企業のＩＲ担当者に郵送し、回答を記入して返送してもらう方法を取りま

した。回答数は６３６社で、回収率は４２．４％でした。 
 
 
調査結果の要約 
 
① ＩＲの組織――約４分の１が専任部署を設置 
ＩＲの専任組織があると答えた企業は、１５３社（回答数の２４．１％）ありまし

た。そのうち業務報告を社長まで行う企業が１００社に達し、専任部署を持つ企業

の６５％に達しました。専任部署がないと答えた企業（４８０社・７５．５％）は、

「総務部」「企画部」「広報部」などの既存の部署で対応しています。うち社長にま

で業務報告する企業は２６０社あり、専任部署の有無にかかわらず、ＩＲの部署は

経営トップに近づけるべきという意識が表れています。 
 
② ＩＲの目標――理解促進が第一位 
ＩＲの目標を順位をつけて３つまで選んでもらい、１位に３点、２位に２点、３位

に１点を傾斜配分して集計したところ、１位は「企業・事業内容の理解促進」（１０

１６点）、２位は「適正な株価の形成」（８０２点）、３位は「経営戦略・経営理念の

伝達」（６８３点）という結果になりました。投資家に企業の実態を理解してもらい、

株価への反映を目指す姿勢がうかがえます。 
 
③ 株主重視の姿勢――トップによるＩＲ活動が普及 
「株主重視の姿勢を表明するために重要だと考えること」として、①経営トップに

よるＩＲ活動②資産効率を重視する各種指標の明示③透明度の高いマネジメント体

制④企業価値に連動した報酬制度の導入――の４つの項目を実施しているかを聞き

ました。結果は、「経営トップによるＩＲ活動」（５１９社・８１．６％）の実施率

が最も高く、アナリスト向けミーティングや決算説明会に社長が出席して経営戦略

や経営方針を語る企業が多いことがわかりました。ここでも経営トップの役割が大

きいことが理解できます。 
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④ ＩＲツール――インターネットの活用進む 
ＩＲツールでは、インターネットを活用する企業が回答者の約７割にのぼりました。

具体的には、「財務情報」（インターネットをＩＲに利用する企業のうち８４．８％）、

「Ｅ－ｍａｉｌによる応対」（同３９．８％）、「投資家向けが明示された目次」（同

３５．６％）、「株価情報」（同２８．６％）などが中心です。そのほかのツールでは

「決算説明補足資料」、「英文アニュアルリポート」の利用が進んでいます。 
 
⑤ 説明会の状況――社長出席が約７割 
説明会や見学会は「決算説明会」（４９５社・７７．８％）、「個別面談」（４６７社・

７３．４％）、「会社説明会」（３８６社・６０．７％）が柱となっています。社長が

説明会に現れる頻度は、決算説明会で「年２回」（２８５社・説明会を実施する企業

の５７．６％）、または「年１回」（６６社・同１３．３％）と、説明会を実施する

企業の約７割に社長が出席しています。 
 
⑥ ＩＲの効果測定――アナリストリポートで判断 
指標を設けてＩＲ活動の効果測定をしていると答えた企業は、回答者全体の約７割

ありました。主な指標には「アナリストリポートの内容」（２４９社・３９．２％）、

「アナリスト・投資家との面談回数」（１９９社・３１．３％）などがあがっていま

す。ＩＲ活動の対象として最も身近にある、アナリストや機関投資家の反応を見て

いることがわかります。 
一方、効果測定をしていない企業に理由を聞いたところ「どの指標もＩＲ活動との

相関関係がはっきりしない」「ＩＲ活動の組織・体制が確立していない」といった回

答が目立ちました。 
 
⑦ ＩＲの費用――必要に応じて策定 
ＩＲ活動にかかる年間費用は、「５００万円未満」が２７３社・４２．９％と最も多

い金額帯でした。ただ「株主１人あたりの費用」にはばらつきがあり「１００円以

上５００円未満」「５００円以上１０００円未満」「１０００円以上２０００円未満」

がほとんど並んでいます。予算を決めるときは、とくに枠を設けず必要に応じて予

算取りするという企業が多いようです。 
 
⑧ ＩＲ支援会社の利用――説明会やツール作成支援を要望 
ＩＲ支援会社を利用している企業は３０３社・４７．６％。利用している企業にＩ

Ｒ支援会社に期待する項目を１位から３位まであげてもらったところ「会社説明会

のサポート」（傾斜配分した点数で４００点）、「各種ＩＲツールの作成」（３５９点）、

「アナリスト、機関投資家の動向分析」（２９４点）が上位に並びました。 

 2



 3

 
⑨ ＩＲ協議会への参加 
日本ＩＲ協議会のセミナーなどに参加経験がある企業は２２６社・３５．５％あり

ました。具体的な利用状況は、「ＩＲセミナーなど」が参加経験のある企業の８８．

９％と多く「ＩＲ入門講座、実務講座、専門講座」、「ＩＲ大会」「ＩＲサークル」と

続いています。 
 
（参考）日本ＩＲ協議会会員企業と非会員企業との比較 
 今回の調査では、日本ＩＲ協議会会員企業と非会員企業に明らかな違いが見られまし

た。 
 大きく差が出たのは、ＩＲの組織・体制です。ＩＲの専任組織を持っている企業が会

員企業では４６．１％に達したのに対し、非会員企業では１３．７％にとどまりました。

専任者の人数も、会員企業が３人から２人いるのに対し、非会員企業は１人体制のケー

スが４割を占めています。 
 そのほか、ＩＲの目標で会員企業が「適正な株価形成」を重視しているのに対し、非

会員企業は「企業・事業内容の理解」を最優先させている、効果測定は会員企業がアナ

リストリポートの内容を基準にしているのに対し、非会員企業は、株式の売買高なども

重視しているなどの違いがありました。 
 
以上 


